熊谷スマートクールシティ実証実験 参加規約
（令和8年度　熊谷スマートクールシティ産業創出支援事業）　
第1条（目的）
本規約は、熊谷市（以下「市」という。）が実施する「熊谷スマートクールシティ産業創出支援事業」（以下「本事業」という。）における実証実験（以下「本実証実験」という。）への参加に関し、市、受託事業者及び参加事業者（以下「参加者」という。）との間で遵守すべき事項を定めるものとする。
第2条（定義）
1. 「本事業」とは、気候変動対応技術（気候テック）を有する企業等の熊谷市内における実証実験を通じ、産業創出及び社会実装を推進する取組みをいう。
2. 「参加者」とは、本規約に同意の上、所定の参加申込書を提出し、市及び受託事業者による審査を経て採択された事業者をいう。
3. 「受託事業者」とは、市から本事業の運営業務の委託を受けた事業者をいう。
4. 本規約の内容が、募集要項、参加申込書その他本事業に関連する文書の内容と異なる場合は、本規約の定めが優先して適用されるものとする。
第3条（参加対象事業者の要件）
参加者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。
1. 暑熱対策、気候適応、脱炭素、再生可能エネルギー、資源循環等の分野において、熊谷スマートシティの取組に関連する技術又はサービスの実証を行う事業者であること
2. 市が市民等を交えた意見交換会等を主催した場合には、これに参加する意思を有すること
3. 法令を遵守し、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（暴力団対策法）に定める暴力団員及び暴力団関係者でないこと、並びに次のいずれにも該当せず、将来にわたっても該当しないことを表明し、確約すること
　(1) 暴力団
　(2) 暴力団員
　(3) 暴力団関係企業・団体
　(4) 総会屋、社会運動等標榜ゴロ又は特殊知能暴力集団等
　(5) その他前各号に準ずる者
4. 国税及び地方税を滞納していないこと
5. 経営状態が著しく不健全でないこと
6. その他市が本事業の実施に不適当と認める事由がないこと
参加者が前項各号の要件について虚偽の表明・確約を行ったことが判明した場合、市は自己の責めに帰すべき事由の有無を問わず、参加資格を取り消すことができるものとし、これにより参加者に損害が生じても市はその責任を負わない。
第4条（申込み及び採択）
1. 参加希望者は、所定の参加申込書に必要事項を記入し、事務局へ提出するものとする。
2. 市及び受託事業者は、提出書類に基づき審査を行い、採択の可否を決定する。審査基準及び採択件数は別途定める。
3. 採択結果は、書面又は電子メールにより通知する。
4. 市及び受託事業者は、採択の可否についての理由を開示する義務を負わないものとする。
5. 参加者は、参加申込書の記載事項に変更が生じた場合、遅滞なく市及び受託事業者に届け出るものとする。
第5条（実施期間及び実施場所）
1. 本実証実験の実施期間は、参加者と市が協議のうえ、別途定めるものとする。
2. 実施場所は熊谷市内とし、具体的な場所については参加者の希望を踏まえ、市及び受託事業者と協議のうえ決定する。
第6条（費用負担）
1. 本実証実験の実施に要する費用（機材費、設置費、人件費、保険料その他一切の費用を含む。）は、原則として参加者の負担とする。
2. 市は、参加者に対する直接の資金提供、補助金交付又は資材・機材の調達等を当然に約束するものではない。
3. 市が実施する支援は、第7条に定める範囲にとどまるものとし、金銭的支援を含まない。
4. 参加者が市の提供する場所・設備等を利用するにあたり使用料等の負担が生じる場合の取扱いについては、利用する場所・設備等に応じて個別に確認の上、定めるものとする。
第7条（市及び受託事業者の支援内容）
市及び受託事業者は、参加者に対し、次の各号の支援を行うことができる。
1. 実証実験に適したロケーションの紹介及び大学・地元企業とのマッチング支援
2. 気象観測システムPOTEKAから得られる気象観測データ（オープンデータ基盤FIWAREを通じたAPI連携も可）
3. 広報・マーケティング支援（プレスリリース、メディア連携等）
なお、これらの支援内容・範囲は、市の予算措置及び体制の状況により変更又は縮小される場合がある。
第8条（本事業の変更・中止）
市は、予算上の事情、災害その他やむを得ない事由により、本事業の内容の変更又は中止をすることができる。この場合、市は速やかに参加者に通知するものとし、これにより参加者に生じた損害について、市の故意又は重過失による場合を除き、責任を負わないものとする。
第9条（データ・場所の取扱い及び禁止事項）
1. 市が本実証実験に関連して参加者に提供する資料、データその他の情報は、本実証実験の目的の範囲内でのみ使用するものとし、目的外使用及び第三者への提供・開示を禁止する。
2. 参加者は、市が提供又は貸与する場所・設備等を善良な管理者の注意をもって使用しなければならない。
3. 参加者は、実証実験終了後、使用した場所、設備その他実証実験の実施に伴い変更を加えた箇所について、速やかに原状回復を行うものとする。原状回復に要する費用は、参加者の負担とする。
4. 参加者は、本実証実験の実施にあたり、次の各号に定める行為を行ってはならない。
　(1) 本規約に違反する行為
　(2) 法令に違反する行為
　(3) 市又は第三者の権利（知的財産権、プライバシー等）を侵害する行為
　(4) 市が提供するデータ・システム等への不正アクセス、改ざんその他これに類する行為
　(5) その他市が本事業の運営上不適当と認める行為
第10条（知的財産権）
1. 本実証実験を通じて生じた知的財産権（特許権、著作権その他一切の権利を含む。）は、原則として当該成果を創出した参加者に帰属する。
2. ただし、市が提供したデータ・ノウハウ等に基づき生じた知的財産権の取扱いについては、事前に市と参加者との間で別途協議の上、定めるものとする。
3. 市が本事業に関連して提供する資料、データ、画像その他のコンテンツ（以下「市提供資料」という。）に関する著作権その他の知的財産権は、市又は正当な権利を有する第三者に帰属する。参加者は、本実証実験の目的の範囲を超えて、市提供資料を複製、転載、改変その他の方法により利用してはならない。
第11条（外部サービス等の利用）
参加者が本実証実験の実施にあたり第三者が提供するサービス・機器等を利用する場合、当該第三者との契約条件及び利用規約を遵守するものとし、これに起因して生じた損害について、市及び受託事業者は責任を負わないものとする。
第12条（業務の委託）
市及び受託事業者は、本事業の運営に関する業務の全部又は一部を第三者に委託することができる。
第13条（成果報告）
1. 参加者は、実証実験終了後、実証実験の実施内容、実施結果及び得られた成果等を取りまとめたレポートを作成し、市に提出しなければならない。
2. 参加者は、市が実施する効果測定・ヒアリング等に協力するものとする。
第14条（広報・対外発表）
1. 参加者は、本実証実験に関するプレスリリース、広告その他対外発表を行う場合、事前に市及び受託事業者の確認を得るものとする。
2. 市の名称、ロゴ、「熊谷スマートシティ」等の名称を使用する場合は、市の別途承諾を得るものとする。
第15条（参加者情報の公表）
市及び受託事業者は、本事業の広報・実績紹介のため、参加者の企業名、実証実験の概要その他必要な範囲の情報を公表することができる。ただし、参加者の営業秘密に関わる情報については、事前に参加者の同意を得るものとする。
第16条（責任及び保険）
1. 参加者は、本実証実験の実施に起因して第三者に損害を与えた場合、自己の責任と費用負担においてこれを賠償するものとする。
2. 参加者は、原則として賠償責任保険その他実証内容に応じて必要な保険に加入するものとする。
3. 市は、本実証実験の実施に関連して生じた参加者の損害について、市の故意又は重過失による場合を除き、責任を負わないものとする。
4. 市は、提供するデータその他の情報について、その完全性、正確性及び有効性を保証するものではない。
5. 市は、天災地変、感染症の流行、戦争、暴動、法令の制定改廃その他の不可抗力により本実証実験の全部又は一部の実施が困難となった場合、これにより参加者に生じた損害について責任を負わないものとする。
6. 参加者の法令違反、本規約違反又は虚偽申告に起因して生じた損害について、市はその責任を負わないものとする。
第17条（個人情報等の取扱い）
参加者は、本実証実験の実施にあたり個人情報を取り扱う場合、関係法令（個人情報保護法等）を遵守し、適切に管理するものとする。
第18条（連絡及び通知）
本規約に関する連絡及び通知は、書面、電子メールその他市及び受託事業者が指定する方法により行うものとする。
第19条（地位の譲渡禁止）
参加者は、市の事前の書面による承諾なく、本規約上の地位又は本規約に基づく権利義務の全部若しくは一部を第三者に譲渡し、又は担保に供してはならない。
第20条（中止・撤退）
1. 参加者は、やむを得ない事情により実証実験を中止又は撤退する場合、速やかに市及び受託事業者に書面で通知するものとする。
2. 中止・撤退に伴う原状回復及び費用負担は、参加者の責任において行うものとする。
第21条（参加資格の取消し等）
市は、参加者が次の各号のいずれかに該当する場合、何らの催告を要せず、参加資格を取り消し、又は実証実験の中止を求めることができる。
1. 本規約に違反したとき
2. 第3条に定める要件を欠くに至ったとき
3. 破産手続、民事再生手続、会社更生手続その他これらに類する法的倒産手続の開始の申立てがあったとき
4. 監督官庁より事業停止処分、事業許可若しくは事業登録の取消処分を受けたとき
5. 参加者と連絡が取れない状態が相当期間継続したとき
6. その他本事業の運営上支障があると市が認めたとき
第22条（分離可能性）
本規約のいずれかの条項が法令により無効又は執行不能と判断された場合であっても、当該判断は他の条項の効力に影響を及ぼさず、本規約の残りの部分は有効に存続するものとする。
第23条（準拠法及び協議）
1. 本規約は日本法に準拠する。
2. 本規約に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、市、受託事業者及び参加者が誠実に協議のうえ、解決するものとする。
第24条（合意管轄）
本規約に関して市、受託事業者及び参加者の間で紛争が生じた場合には、さいたま地方裁判所（又は同熊谷支部）を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

附則　本規約は、令和8年　9月　1日から施行する。

